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ＩＣＴコトづくり検討会議の概要 

１．目的 

■ インターネットの社会基盤化、センサー等の情報機器の高度化、ビッグデータの利活用の進展等を背景として、
ＩＣＴを活用して、利用者視点の高い付加価値を創出する新たな産業構造を構築することへの期待が高まってい
る。他方、新興国の経済伸長とそれに伴う日本経済の存在感の低下等により、我が国企業は厳しい状況に直面し
ている。 

■ このため、従来のビジネスモデルにとどまらず、高度なＩＣＴを活用して利用者視点の高付加価値のサービス
を一体で提供する新たなビジネスモデル（コトづくり）を強化することが必要な状況である。 

■ そこで、本会議では、我が国の企業がＩＣＴを活用した新たなビジネス戦略の確立と国際競争力の強化を図る
ことを可能とすべく、国内外における「コトづくり」の現状等を検証した上で、「コトづくり」力の強化に向け
たＩＣＴの徹底的な利活用方策等について議論する。 

２．主な検討事項 

（１）国内外におけるＩＣＴと「コトづくり」の現状分析 
（２）「コトづくり」におけるＩＣＴの利活用の在り方 
（３）「コトづくり」力の強化に向けたＩＣＴの利活用方策 

■ 学識経験者、産業界等で構成。詳細は別添のとおり。 

■ 平成25年３月から開催し、５月頃を目処に一定のとりまとめを行う。 

３．構成員 

４．検討スケジュール 
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（全13名、敬称略、座長・座長代理を除き五十音順） 
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平成25年 
３月 

検討スケジュール 

５月 

現状把握・分析 具体的方策の検討 取組の方向性の検討 

最
終
と
り
ま
と
め
（案
） 

社会的・経済的効果の分析 

●
国
内
外
に
お
け
る
「
コ
ト
づ
く
り
」
と
 

 
Ｉ
Ｃ
Ｔ
の
現
状
分
析
 

・
我
が
国
を
取
り
巻
く
国
際
社
会
の
動
向 

・
Ｉ
Ｃ
Ｔ
の
ト
レ
ン
ド
の
分
析 

・
世
界
及
び
日
本
に
お
け
る
コ
ト
づ
く
り
の
動
向 

●
「
コ
ト
づ
く
り
」
力
の
強
化
に
あ
た
っ
て
の

課
題
の
明
確
化
 

・
制
度
的
課
題 

・
研
究
開
発
課
題 

・
標
準
化
課
題 

・
国
際
展
開
課
題 

 
 

等 

●
「
コ
ト
づ
く
り
」
力
の
強
化
に
向
け
た
 

 
具
体
的
な
推
進
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
検
討
 

●
国
内
外
に
お
け
る
「
コ
ト
づ
く
り
」
に
関
す
る
 

 
ベ
ス
ト
プ
ラ
ク
テ
ィ
ス
の
抽
出
 

●
「
コ
ト
づ
く
り
」
に
お
け
る
Ｉ
Ｃ
Ｔ
利
活
用
の
 

 
基
本
的
な
考
え
方
の
整
理
 

・
推
進
体
制 

・
人
材
育
成 

・
環
境
整
備 

・
国
際
展
開 

 
 

等 

民間企業等からヒアリング 

４月 
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